
（第９面） 
１４  民間紛争解決手続の業務の内容及びその実施方法の概要 
            ≪司法書士法第3条第1項第7号の範囲内の紛争 弁護士助言措置なし≫ 
 
【法6条1号関係】実施規程４条 

 
 
説明【法14条関係】実施規程11条 
・説明者：事務長 

 
 
【法6条8号，15号関係】 
・調停申立書の作成 実施規程13条 
・申立手数料10,000円（税別：現金又は振込による納付） 

報酬規程5条 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 市民（A）から事務局へ問い合わせ 

② 説明（対A） 
（センター事務局又は電話による） 
 

相談センター等による相談 
実施規程12条 

③ Aの申立受付 
熊本県司法書士会事務局 

④ 事務長の受理・不受理 
実施規程14条 

不受理 
決 定 

申立書等の返還 
実施規程15条 

⑤ 事務長による相手方Bへ通知 
実施規程15条 

受 理 決 定 

⑥ 事務長による相手方の出頭可能性の確認 
（相手方へのADR法14条の説明） 

実施規程15条､11条 

【法6条9号､6号，14条関係】 
・申立の概要を記した書面 
回答書及び説明書の郵送 
（書留郵便） 
実施規程15条、9条 

応 諾 
Bにより拒否又は出席意思不表明 

終 了 

手続の進行 
【法6条7号関係】 
実施規程26～30条 

資料の取扱い 
【法6条10号関係】 
実施規程38条 

【法6条2号，3号関係】 
設置規則12条､13条 
運営規程9条 
実施規程19条～25条 

⑦ 手続実施者の選任（センター長） 
実施規程１９条 

実質的支配者等によ

る不当な影響の排除 
【法6条4号関係】 
実施規程7条 

⑧ 事務長による利用契約書の作成 
実施規程26条 

⑨ 第１回期日（調停開始） 
事務長による第１回期日日程調停 

実施規程27条 

【法6条8号関係】 
利用契約書の説明，契約締結 
実施規程26条 

期日手数料 
10000円(税別) 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑩ 次回続行となる場合の日程調整（手続実施者） 
実施規程２７条 

【法6条15号関係】 
報酬規程6条 

⑪ 第２回期日 
実施規程２７条 

⑫ 第Ｍ回期日 
実施規程２７条 

⑬ 第Ｎ回期日 
実施規程２７条 

 
手続実施者による終了 

調停の終了 
Aの取下げ Bの離脱 
当事者による手続の終了 

 

⑭ 合意成立による終了 実施規程31条 

【法6条12号関係】 
実施規程32条､33条 
利用契約書 

【法6条13号関係】 
実施規程34条､35条 

合意成立手数料 

【法6条15号関係】 
報酬規程7条 



（第９面） 
１４  民間紛争解決手続の業務の内容及びその実施方法の概要（続き） 
 
○業務時間 
・原則として平日午前９時～午後５時 
・調停は、センター長が必要と認めた場合は上記以外の日時で行なうことができる。 
（運営規程第１６条） 

 
○調停実施場所（認証紛争解決手続の業務を行なう事務所） 
・センター所在地 
・当事者の一方又は双方が希望し，手続実施者が相当と認めた場所 
（実施規程２７条） 

 
○通知の方法【法６条６号関係】 
・申立人に対する不受理決定書，相手方に対する案内文・説明書，調停合意書，取下書，離脱書，手

続終了決定…以上配達証明付書留郵便 
・その他…普通郵便、電話、ファクシミリ，電子メール 
（実施規程９条，１４条，１５条，３１から３５条） 

 
○資料の取扱い【法６条１０号関係】 
・資料については写しを作成した上で，原本を直ちに返還する。 
（実施規程３８条） 

 
○秘密の保持【法６条１１号，１４号関係】 
・守秘義務（実施規程４条） 
・手続は非公開（実施規程５条） 
・文書管理責任者：センター長（設置規則７条） 

 
○報酬・費用関係【法６条１５号関係】 
・申立事務手数料10,000円（税別） 

申立人が，申立書を提出するまでに現金又は調停センター指定の口座へ振込にて納付 
・手続実施者報酬10,000円（税別） 

利用者間に特段の合意がない場合は，期日終了後に利用者の均等負担により現金又は調停センタ

ー指定の口座へ振込にて納付 
・合意成立手数料 和解成立時の経済的利益の額が，50万円未満の場合は15,000円(税別)，50万円以

上 100 万円未満の場合は 30,000 円(税別)，100 万円以上 140 万円以下の場合は

50,000円(税別) 
利用者間に特段の合意がない場合は，和解成立後利用者の均等負担により現金又は調停センター

の指定の口座へ振込にて納付 
（報酬規程５条，６条，７条） 
・ 調停センター所在地以外で調停を行う場合には，センターから当該場所までに要する交通費，宿泊

費，当該場所の会場借料その他の実費を予納。 
（報酬規程１７条） 

 
○苦情の取扱い【法６条１６号関係】 
・受 付 先：熊本県司法書士会の苦情対応窓口 
・申立方法：書面、ファクシミリ、電子メール、口頭 
・処理方法：苦情対応員が対応（原則として、苦情対応員が申立人に対し、説明、助言をする） 
・処理結果：苦情対応員（ないし会長）より、書面又は口頭により対応の結果を通知する 



（設置規則２３条，苦情規程３条，４条，５条，６条，８条） 
１４ 民間紛争解決手続の業務の内容及びその実施方法の概要（続き） 
 
○掲示【法１１条２項関係】 
・熊本県司法書士会事務局に掲示する 
（設置規則１８条） 

 
○手続実施記録関係【法１６条関係】 
・作成者：センター長 

期日ごとの調書は、各手続実施者が作成 
・１０年間司法書士会事務局に保管 
（設置規則７条，実施規程３４条，３５条） 

 
 


